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(57)【要約】
【課題】建築用材料を算出し発注する手間を削減でき建
築用材料の発注ミスなどを防止することができ、また、
施工現場での作業を削減でき作業者の負担を軽減できる
建築用システムを提供することを目的とする。
【解決手段】ＢＩＭ情報が記憶されたＢＩＭ情報記憶部
１１と、建築物モデルＭを設計し建築物モデルＭの情報
を記憶する建築物設計部１２と、を有するＢＩＭシステ
ム１０と、建築物モデルＭの各部位に使用する建築用材
料の数量を算出する建築用材料算出システム２、および
／または、施工場所の形状と、施工場所に対応する建築
物モデルＭの部位に使用する建築用材料の形状情報と、
に基づいて、建築用材料を加工するための加工情報を算
出する加工情報算出システム５と、を備えている。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　建築物を構成する構造体の３Ｄモデルと該構造体の３Ｄモデルの属性情報とを関連づけ
たＢＩＭ情報が記憶されたＢＩＭ情報記憶部と、該ＢＩＭ情報記憶部に記憶されている前
記ＢＩＭ情報に基づいて建築物モデルを設計し建築物モデルの情報を記憶する建築物設計
部と、を有するＢＩＭシステムと、
前記建築物モデルの各部位に使用する建築用材料の数量を算出する建築用材料算出システ
ム、
および／または、
施工場所の形状と、該施工場所に対応する前記建築物モデルの部位に使用する建築用材料
の形状情報と、に基づいて、該建築用材料を加工するための加工情報を算出する加工情報
算出システム、とを備えている
ことを特徴とする建築用システム。
【請求項２】
　前記加工情報算出システムは、
前記施工場所を撮影した画像に基づいて該施工場所の形状のモデルを作成する機能を有し
ており、
前記建築用材料算出システムは、
前記加工情報算出システムが作成した前記施工場所の形状のモデルに基づいて、該施工場
所に使用する建築用材料の数量を算出する
ことを特徴とする請求項１記載の建築用システム。
【請求項３】
　前記加工情報算出システムは、
前記建築用材料算出システムが算出した前記施工場所に対応する前記建築物モデルの部位
に使用する建築用材料の数量に基づいて、前記施工場所に使用する建築用材料の形状を算
出する
ことを特徴とする請求項１または２記載の建築用システム。
【請求項４】
　耐震補強する個所に使用される耐震構造材の情報が記憶された耐震構造材記憶部と、
耐震補強する個所と対応する部位の前記建築物モデルの情報と前記耐震構造材の情報とに
基づいて、前記建築物モデルにおける耐震補強する個所と対応する部位に前記耐震構造材
を配置した耐震補強モデルを形成する耐震補強モデル設計部と、を有する耐震構造検討シ
ステムを備えている
ことを特徴とする請求項１、２または３記載の建築用システム。
【請求項５】
　前記建築用材料が、内装材である
ことを特徴とする請求項１、２、３または４記載の建築用システム。
【請求項６】
　前記建築用材料算出システムは、
前記建築物モデルの情報と前記材料情報とに基づいて前記建築物モデルの各部位に使用す
る建築用材料の数量を算出する数量算出部を備えており、
該数量算出部には、
前記建築物モデルの各部位において使用する前記建築用材料毎に該建築用材料の数量に関
する数量情報が記憶されており、
前記数量算出部は、
前記建築物設計部から前記建築物モデルの情報を取得して、取得した該建築物モデルの情
報から前記建築物モデルの各部位の形状に関する形状情報を取得するステップと、
前記形状情報と前記数量情報とを利用して前記建築物モデルの各部位に使用される前記建
築用材料の数量を算出するステップと、を実施する算出処理を実行する
ことを特徴とする請求項１から５のいずれかに記載の建築用システム。
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【請求項７】
　前記建築用材料算出システムは、
前記建築用材料を前記建築物モデルの各部位に施工する際に適用する施工情報が記憶され
た施工情報記憶部を備えており、
前記数量算出部は、
前記建築物モデルの各部位における該建築物モデルの各部位に使用する前記建築用材料の
施工情報を施工情報記憶部から取得し、
前記形状情報と前記数量情報とを利用し、前記施工情報に基づいて前記建築物モデルの各
部位に使用される前記建築用材料の数量を算出する
ことを特徴とする請求項６記載の建築用システム。
【請求項８】
　前記建築用材料の数量を算出する対象となる前記建築物モデルの部位を入力する入力部
を備えており、
前記数量算出部は、
前記入力部から入力された前記建築物モデルの部位について、前記ＢＩＭシステムから前
記形状情報を取得し、前記算出処理を実行する
ことを特徴とする請求項６または７記載の建築用システム。
【請求項９】
　数量を算出する対象となる前記建築用材料を入力する入力部を備えており、
前記数量算出部は、
前記建築物モデルの部位について、前記ＢＩＭシステムから前記形状情報を取得し、入力
された前記建築用材料について前記算出処理を実行する
ことを特徴とする請求項６、７または８記載の建築用システム。
【請求項１０】
　発注部と受注部とを備えており、
前記発注部は、
前記数量算出部によって算出された各建築用材料の数量を、該建築用材料と関連付けて発
注情報を生成する発注情報形成部と、
該発注情報形成部が生成した前記発注情報を送信する送信部と、を有しており、
前記受注部は、
前記発注部の送信部が送信した前記発注情報を受信する受信部と、
該受信部が受信した前記発注情報に基づいて、建築用材料とその数量を関連付けた受注情
報を形成する受注情報形成部と、を有している
ことを特徴とする請求項６、７、８または９記載の建築用システム。
【請求項１１】
　前記発注部は、
前記送信部が前記発注情報を送信する送信先に関する送信先情報を入力する送信先入力部
を備えている
ことを特徴とする請求項１０記載の建築用システム。
【請求項１２】
　前記加工情報算出システムは、
前記建築物モデルの各部位に使用する建築用材料に関する材料情報が記憶された材料情報
記憶部と、
施工場所の現場情報が記憶される現場情報記憶部と、
前記建築物モデルの情報と前記現場情報とに基づいて施工場所に使用する建築用材料の加
工情報を算出する加工情報算出部と、を備えており、
該加工情報算出部は、
前記材料情報記憶部から施工場所に対応する前記建築物モデルの部位に使用する建築用材
料に関する材料情報を取得するステップと、
前記現場情報記憶部から現場情報を取得して、該現場情報に基づいて施工場所の形状を算
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出するステップと、
算出された施工場所の形状の情報と建築用材料に関する材料情報とを比較して、建築用材
料の形状を施工場所の形状に合わせる加工を行うための加工情報を作成するステップと、
を実施する加工情報算出処理を実行する
ことを特徴とする請求項１から５のいずれかに記載の建築用システム。
【請求項１３】
　前記現場情報には、
施工場所を撮影した画像に基づいて得られる情報画像情報および／または該施工場所にお
いて測定された寸法に関する寸法情報が記憶されており、
前記加工情報算出部は、
前記画像情報および／または前記寸法情報に基づいて施工場所の形状を算出する
ことを特徴とする請求項１２記載の建築用システム。

 

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、建築用システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　建築物の施工を実施する場合、設計図書の図面等の設計資料から、設計図書で指定され
た下地材等の建築用材料の数量などを計算する数量拾いが実施される。数量拾いを実施し
て得られた建築用材料の数量に基づいて、施工に使用される建築用材料の見積書の作成や
発注作業が実施される。
【０００３】
　この数量拾いは建築物の施工業務において多くの時間と労力とを要する作業であり、作
業者の作業工数の増加や残業時間の増加など、作業者の負担を大きくする要因となってい
る。このため、数量拾いの作業を軽減することが求められている。
【０００４】
　また、実際の施工現場では図面等に対して躯体の不陸等を含めた施工誤差があり、建築
用材料を実際の施工現場でそのまま設置することができない。そのため、施工現場の寸法
を測定してから、その寸法に合うように建築用材料を加工する作業が必要になる。この作
業も作業者の作業工数の増加などの要因となり、作業者の負担を大きくする要因となって
いる。
【０００５】
　ところで、建築物の設計にはＣＡＤが使用されており、近年では、ビルディングインフ
ォメーションモデリング（Building Information Modeling、以下、ＢＩＭという）を使
用して建築物の設計が行われてきている（例えば特許文献１、２等）。
【０００６】
　ＢＩＭでは、複数の構造物のパーツ（ＢＩＭパーツ）を組み合わせることによって、建
築物（ＢＩＭモデル）をコンピュータ上に再現することができる。ＢＩＭパーツやＢＩＭ
モデルは、３次元の形状情報に加えて様々な属性情報を有している。例えば、室等の名称
・面積、材料・部材の仕様・性能、仕上げ等の属性情報がＢＩＭパーツやＢＩＭモデルに
は含まれている。このＢＩＭパーツやＢＩＭモデルの属性情報を利用すれば、数量拾いの
作業を軽減できる可能性がある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特願２０１７－７０５４６号公報
【特許文献２】特開２０１６－１２２２８４号公報
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【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかし、現状では、ＢＩＭを使用して設計する場合でも、ＢＩＭパーツやＢＩＭモデル
の属性情報を利用した数量拾いの作業は十分に行われておらず、現状でも、作業者が多く
の時間割いて数量拾いを実施している。
【０００９】
　また、ＢＩＭを使用して設計しても施工誤差は当然に生じるので、施工現場において寸
法の測定を行ってから建築用材料を加工する作業は削減できない。
【００１０】
　本発明は上記事情に鑑み、建築用材料を算出し発注する手間を削減でき、建築用材料の
発注ミスなどを防止することができる建築用システムを提供することを目的とする。
　また、本発明は、施工現場での作業を削減でき、作業者の負担を軽減できる建築用シス
テムを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　第１発明の建築用システムは、建築物を構成する構造体の３Ｄモデルと該構造体の３Ｄ
モデルの属性情報とを関連づけたＢＩＭ情報が記憶されたＢＩＭ情報記憶部と、該ＢＩＭ
情報記憶部に記憶されている前記ＢＩＭ情報に基づいて建築物モデルを設計し建築物モデ
ルの情報を記憶する建築物設計部と、該ＢＩＭシステムは、前記建築物モデルの各部位に
使用する建築用材料の数量を算出する建築用材料算出システム、および／または、施工場
所の形状と、該施工場所に対応する前記建築物モデルの部位に使用する建築用材料の形状
情報と、に基づいて、該建築用材料を加工するための加工情報を算出する加工情報算出シ
ステム、とを備えていることを特徴とする。
【発明の効果】
【００１２】
　第１発明によれば、建築モデルを作成すれば、建築モデルの各部位の施工に必要となる
建築用材料の種類や数量を決定できるので、施工に使用する建築用材料の種類や数量を算
出する手間を削減することができる。また、施工現場の状況に合わせるために建築用材料
を加工する情報を算出するので、その情報に基づいて予め建築用材料を加工しておけば、
施工現場での加工作業を削減することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】本実施形態の建築用システム１の概略ブロック図である。
【図２】建築用材料算出システム２０の処理フロー図である。
【図３】建築用材料算出システム２０の他の処理フロー図である。
【図４】発注部４０および受注部１００を有する本実施形態の建築用システム１の概略ブ
ロック図である。
【図５】加工情報算出システム５０の処理フロー図である。
【図６】加工情報算出システム５０が壁Ｗに設置する下地材Ｂの形状を算出する手法の概
略説明図である。
【図７】耐震構造検討システム７０を有する本実施形態の建築用システム１の概略ブロッ
ク図である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　本実施形態のＢＩＭシステムは、ＢＩＭを利用して設計された建築物において、建築用
材料の数量を算出するシステムおよび／または施工現場に合う建築用材料の形状を算出す
るシステムであって、建築用材料の数量を簡単に算出することができ、施工現場での作業
を低減できるようにすることができるものである。
【００１５】
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　本明細書におけるＢＩＭとは、Building Information Modeling（ビルディング インフ
ォメーション モデリング）の略である。このＢＩＭ情報には、一般的なＢＩＭを実現す
るソフトで使用される種々の情報が含まれている。例えば、ＢＩＭを実現するソフトにお
いて建築物を構成する構造体の３次元モデル（３Ｄモデル）の情報、つまり、３Ｄモデル
を作成するために必要な設計情報（例えば、各部の寸法等）が含まれている。また、設計
情報だけでなく、各構造体に関する種々の情報（属性情報：例えば、素材や数量、仕様、
色等）を含んでいる。そして、ＢＩＭ情報では、３Ｄモデルの情報と構造体の３Ｄモデル
の属性情報とが互いに関連づけられている。
【００１６】
　本明細書における「建築物」には、木造、鉄筋コンクリート構造、鉄骨造、鉄筋・鉄骨
コンクリート造、補強コンクリート造、石造、レンガ造等の種々の構造物が含まれるが、
必ずしもこれらの構造物に限定されない。
【００１７】
　本明細書における「建築物モデル」のおける「各部位」とは、建築物の壁、天井等のよ
うに建築物を構成する各構造体を意味している。
【００１８】
　本明細書における「建築物を構成する構造体」には、柱や壁、天井、階段等の建築物を
構成する構造物が含まれる。
【００１９】
　本明細書における「建築用材料」には、鉄筋やコンクリート、鉄骨等の構造材や、断熱
材、断熱吹付及び巻きつけ材、構造用合板、プラスターボード（石膏ボード）等の下地材
、化粧ケイ酸カルシウム板、ケイ酸カルシウム板、岩綿吸音板、化粧石膏ボード等の壁や
天井の仕上げを構成する全般的な壁用、天井用の内装材、床を構成するＯＡフロアー、木
床、フローリング材、タイルカーペット等の床を構成する全般的な床用内装材、等が含ま
れる。
【００２０】
　以下では、本実施形態のＢＩＭシステムにおいて数量の算出や形状の算出が実施される
建築用材料が内装材である場合を代表として説明する。
【００２１】
＜本実施形態の建築用システム１＞
　図１に示すように、本実施形態の建築用システム１は、建築物モデルを設計するＢＩＭ
システム１０と、ＢＩＭシステム１０が有する建築物モデルＭの情報を利用して建築物モ
デルＭの各部位の内装に使用される内装材の数量を算出する建築用材料算出システム２０
と、を備えている。
【００２２】
　また、本実施形態の建築用システム１は、施工場所の形状と、建築物モデルＭにおいて
施工場所に対応する部位の内装に使用する建築用材料の形状情報と、に基づいて、建築用
材料を加工するための加工情報を算出する加工情報算出システム５０を備えている。
【００２３】
＜ＢＩＭシステム１０＞
　ＢＩＭシステム１０は、ＢＩＭ情報記憶部１１と、建築物設計部１２と、を備えている
。
【００２４】
　ＢＩＭ情報記憶部１１は、建築物を構成する構造体の３Ｄモデルと構造体の３Ｄモデル
の属性情報とを関連づけたＢＩＭ情報が記憶されたものである。このＢＩＭ情報記憶部１
１は、建築物設計部１２からの指令に基づいて、建築物設計部１２に各構造体のＢＩＭ情
報を供給することができるようになっている。
【００２５】
　建築物設計部１２は、ＢＩＭ情報記憶部１１に記憶されている構造体のＢＩＭ情報を使
用して、建築物の３Ｄモデルである建築物モデルＭを設計するものである。例えば、作業
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者の指令に基づいて、ＢＩＭ情報を利用して構造物である柱や壁を画面上にレイアウトし
て、家やビル等の建築物モデルＭを設計することができるものである。この建築物設計部
１２は、設計した建築物モデルＭに使用されている構造物のＢＩＭ情報を、そのレイアウ
ト情報と関連付けて建築物モデルＭの情報として記憶する機能も有している。つまり、建
築物モデルＭを構成する構造体同士の相対的な位置に関する情報や、構造体同士の連結状
況などに関する情報が、建築物モデルＭの情報には含まれている。したがって、建築物モ
デルＭにおいて複数の構造体によって形成される各部位の形状やその大きさ（面積や長さ
）の情報が、建築物モデルＭの情報に含まれることになる。例えば、建築物モデルＭの部
位に相当する壁の面積の情報や、その壁を挟む天井と床との距離（つまり壁の高さ）、そ
の壁を挟む柱間の距離（つまり壁の幅）などが建築物モデルＭの情報に含まれている。
【００２６】
　なお、ＢＩＭシステム１０には、市販されている建物設計用の３次元ＣＡＤを使用する
ことができる。例えば、Ｒｅｖｉｔ（登録商標）等を使用することができる。
【００２７】
＜建築用材料算出システム２０＞
　建築用材料算出システム２０は、建築物モデルＭの各部位に使用する建築用材料の数量
を算出するシステムであり、数量算出部２３を有している。具体的には、建築用材料算出
システム２０は、ＢＩＭシステム１０のＢＩＭ情報記憶部１１に記憶されている建築物モ
デルＭの情報、に基づいて、数量算出部２３が建築物モデルＭの各部位に使用する建築用
材料の数量を算出する機能を有している。例えば、内壁であれば、どの建築用材料（例え
ば、下地材等）が何枚必要であるかを数量算出部２３が算出することができる。
【００２８】
　＜建築用材料算出システム５０＞
　建築用材料算出システム５０は、施工場所に使用する建築用材料の形状を算出するシス
テムであり、材料情報記憶部５１と、現場情報記憶部５２と、加工情報算出部５３と、を
有している。具体的には、この建築用材料算出システム５０は、現場情報記憶部５２に記
憶されている施工場所に関する現場情報と、材料情報記憶部５１に記憶されている材料情
報と、に基づいて、施工場所に適した形状に建築用材料を加工するための加工情報を算出
する機能を有している。例えば、施工場所が内壁であれば、どの建築用材料（例えば、下
地材等）をどのような寸法でどのような形状に加工すればよいか等を加工情報算出部５３
が算出することができる。
【００２９】
＜本実施形態の建築用システム１の効果＞
　本実施形態の建築用システム１は、上述したようなＢＩＭシステム１０、建築用材料算
出システム２０、建築用材料算出システム５０を有している。したがって、ＢＩＭシステ
ム１０のＢＩＭ情報に基づいて、建築用材料算出システム２０によって建築モデルＭの各
部位の施工に必要となる建築用材料の種類や数量を決定できる。すると、施工に使用する
建築用材料の種類や数量を算出する手間を削減することができる。
【００３０】
　また、施工場所に関する現場情報を使用すれば、建築用材料算出システム５０によって
施工現場の状況に合わせて建築用材料を加工するための加工情報を算出することができる
。すると、加工情報に基づいて予め建築用材料を加工しておけば、施工現場での加工作業
を削減することができる。
【００３１】
＜本実施形態の建築用システム１のバリエーション＞
　本実施形態の建築用システム１は、ＢＩＭシステム１０は必須の要素であるが、建築用
材料算出システム２０と、建築用材料算出システム５０とは、両方を備えていてもよいし
、一方だけを備えていてもよい。一方だけの場合でも、ＢＩＭシステム１０と建築用材料
算出システム２０とを有していれば、施工に使用する建築用材料の種類や数量を算出する
ことができる。また、ＢＩＭシステム１０と建築用材料算出システム５０とを有していれ
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ば、施工現場の状況に合わせるために建築用材料を加工する加工情報を算出することがで
きる。
【００３２】
　一方、建築用材料算出システム２０と建築用材料算出システム５０を両方備えていれば
、以下のメリットがある。
【００３３】
　まず、建築用材料算出システム２０に建築用材料算出システム５０の情報を利用する場
合には、以下のメリットが得られる。建築用材料算出システム２０は、ＢＩＭシステム１
０の建築物設計部１２に記憶されている施工場所に対応する建築物モデル（ＢＩＭモデル
）の部位の形状情報に代えて、加工情報算出システム５０が現場情報に基づいて作成した
施工場所の形状のモデル（現場モデル）を建築用材料の数量の算出に使用することができ
る。すると、ＢＩＭモデルだけで建築用材料の数量を算出するよりも、実際の施工場所に
適した建築用材料の数量を精度よく算出することができる。また、施工場所の実際の状況
に合わせて、加工が必要な建築用材料およびその数量を把握できるので、加工情報の作成
精度が向上するというメリットがある。
【００３４】
　また、建築用材料算出システム５０は、建築用材料算出システム２０よって算出された
建築用材料およびその数量を加工情報の作成に利用できる。つまり、ＢＩＭシステム１０
の建築物設計部１２に記憶されている施工場所に対応する建築物モデル（ＢＩＭモデル）
の部位の形状情報に基づいて建築用材料算出システム２０よって算出された建築用材料お
よびその数量を加工情報の作成に利用できる。すると、加工情報算出システム５０が作成
した施工場所の形状のモデルに、建築用材料算出システム２０よって算出された建築用材
料およびその数量を適用して加工すべき部分を算出できるので、加工情報の作成精度が向
上するというメリットがある。
【００３５】
＜建築用材料算出システム２０および建築用材料算出システム５０の説明＞
　以下では、建築用材料算出システム２０および建築用材料算出システム５０について詳
細に説明する。
【００３６】
＜建築用材料算出システム２０＞
　図１に示すように、建築用材料算出システム２０は、数量算出部２３を備えている。
【００３７】
　数量算出部２３は、建築物モデルＭの各部位に内装材を施工する際に必要な内装材の数
量を算出する機能を有している。なお、使用する内装材に関する情報は、ＢＩＭ情報記憶
部１１に記憶されている構造体のＢＩＭ情報に含まれていてもよいし、建築用材料算出シ
ステム２０に、建築物モデルＭの各部位に使用する内装材を入力する機能を有していても
よい。
【００３８】
　数量算出部２３は、建築物モデルＭの各部位に使用する建築用材料の数量情報を有して
いる。この数量情報は、建築物モデルＭの各部位について、各部位において使用される内
装材毎に、内装材の数量に関する情報が記憶されているものである。
【００３９】
　なお、各部位に同じ種類の形状などが異なる内装材が使用される可能性が有る場合には
、形状などが異なる内装材毎に数量に関する情報が記憶されている。以下では、各内装材
という場合には、異なる種類の内装材だけでなく、同じ種類の形状などが異なる内装材も
含んでいる。
【００４０】
　この数量情報は、例えば、建築物モデルの各部位の形状に対して、その形状において使
用される内装材とその数量が関係づけられている。この数量情報における内装材の数量は
、所定の形状や寸法を有する実際の建築物において予め得られている数量である。この数
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量は、例えば、面積や柱間の距離、床から天井までの高さがある値の壁について、予め作
業者が図面等に基づいて算出した内装材の数量や、過去の施工実績に基づいて得られてい
る内装材の数量である。そして、数量情報には、壁や天井等の構造物の様々な寸法（壁で
あれば、面積や柱間の距離、床から天井までの高さ）と、その寸法を有する構造物におけ
る各内装材の数量と、が関連付けられて記憶されている。
【００４１】
　この数量情報を利用して、数量算出部２３では、以下の手順（ステップ）で実施される
算出処理によって内装材の数量が算出される（図２参照）。
【００４２】
＜内装材算出手順＞
　まず、ＢＩＭシステム１０に記憶されている建築物モデルＭの情報が、数量算出部２３
に供給される。すると、数量算出部２３は、建築物モデルＭの情報から建築物モデルＭの
各部位の形状に関する形状情報を取得するステップを実施する。例えば、天井であればそ
の面積や各辺の長さ（壁間の距離）等の情報を数量算出部２３は取得する。壁であればそ
の面積やその高さ（床から天井までの距離）や幅（柱間の距離）等の情報を数量算出部２
３は取得する。
【００４３】
　なお、建築用材料算出システム５０を設けた場合には、このステップにおいて、建築用
材料算出システム５０の現場情報記憶部５２から現場情報を取得して、この現場情報に含
まれる施工場所の形状情報を建築物モデルＭの形状情報に代えて使用してもよい。
【００４４】
　建築物モデルＭの情報から各部位の形状情報が取得されると、形状情報と使用する内装
材の数量情報とを利用して、数量算出部２３は建築物モデルＭの各部位に内装材を配置す
るために必要な内装材の数量を算出するステップを実施する。例えば、形状情報に含まれ
ている壁の面積をＸとし、使用する下地材の数量情報に含まれている壁の単位面積Ｙ当た
りに設置する下地材の数量をＳとする。この場合、数量算出部２３は、壁に使用する下地
材の数量を、Ｘ/Ｙ×Ｓの式に基づいて算出することができる。
【００４５】
　以上のように、本実施形態の建築用システム１では、ＢＩＭシステム１０によって建築
モデルＭを作成すれば、建築モデルＭの各部位の施工に必要となる内装材等の建築用材料
の種類や数量を決定できる。したがって、施工に使用する内装材等の建築用材料の数量を
算出する手間を削減することができる。
【００４６】
　しかも、建築モデルＭの情報を使用して、建築モデルＭの各部位の寸法や形状を把握す
るので、数量を算出するベースとなる各部位の寸法や形状の精度が高くなる。すると、内
装材等の建築用材料の数量の算出精度を高くできるので、余分な量の内装材を発注しなく
てもよくなり、施工コストも抑えることができる。
【００４７】
　上述したように、建築用材料算出システム５０が加工する建築用材料の加工情報を形成
している場合には、数量算出部２３が建築用材料算出システム５０の形状計算部５３から
加工情報を取得してもよい。この場合、加工情報には、加工する建築用材料およびその内
装材の数量が含まれているので、加工する建築用材料については、建築用材料算出システ
ム５０の形状計算部５３から供給される数量をそのまま使用してもよい。この場合、他の
建築用材料は、上述した方法で建築用材料の数量を算出するが、その際に加工する建築用
材料の情報を利用する場合には、加工情報を利用すればよい。例えば、加工する建築用材
料が下地材の場合、加工情報に含まれる下地材の形状がＢＩＭ情報や建築用材料算出シス
テム２０に入力された情報から得られる下地材の形状から変化すれば、ボード材、副資材
等の建築用材料は使用する数量が変化する可能性がある。この場合、加工情報に含まれる
下地材の形状に関する情報を利用して数量算出部２３が建築用材料の数量を算出するため
に使用する数量情報を変更すれば、ボード材、副資材等の数量の算出精度を高くでき、無



(10) JP 2021-162995 A 2021.10.11

10

20

30

40

50

駄なくすことができる。
【００４８】
＜施行手順や建築基準に基づく修正＞
　上記例では、通常の施工が行われる場合に数量算出部２３が建築用材料の数量を算出す
る場合を説明した。一方、施工場所が特別な施行手順や建築基準を採用する場合には、数
量算出部２３が算出した数量が適切でない可能性もある。すると、数量算出部２３が算出
した建築用材料の数量を、作業者が建築基準等を考慮して建築用材料の数量を修正するこ
とがある。この場合、建築用材料算出システム２０は、作業者が修正した建築用材料の数
量を入力する入力機能を設けて、入力機能によって数量算出部２３が算出した建築用材料
の数量を入力された数値に置き換える機能を有していることが望ましい。
【００４９】
　また、数量情報は、同じ建築用材料でも、施行手順や建築基準に対応した数量をそれぞ
れ記憶していてもよい。この場合には、建築用材料算出システム２０は、施行手順や建築
基準を記憶した施工情報記憶部２２を設けることが望ましい。すると、数量算出部２３は
、施行手順や建築基準を考慮した建築用材料の数量を算出することができる。
【００５０】
　この場合、施工情報記憶部２２には、建築物モデルＭの各部位に内装材を施工する際に
、順守すべき施工基準や施工手順等に関する施工情報を記憶させておく。また、この施工
情報記憶部２２は、数量算出部２３からの指令に基づいて、数量算出部２３に施工情報を
供給することができるようする。
【００５１】
　このような施工情報記憶部２２を設けた場合には、数量算出部２３は、以下の手順で内
装材の数量が算出される（図３参照）。
【００５２】
　まず、数量算出部２３は、施工情報記憶部２２を設けない場合と同様に、建築物モデル
Ｍの情報から建築物モデルＭの各部位の形状に関する形状情報を取得するステップを実施
する。
【００５３】
　ついで、数量算出部２３は、建築物モデルＭの各部位の情報から、採用する施行手順や
建築基準の情報を取得する。
【００５４】
　そして、数量を算出するステップを実施する前に、数量算出部２３は、建築物モデルＭ
の各部位の情報に含まれていた採用する施行手順や建築基準の情報に対応する施行手順や
建築基準を取得する。例えば、壁に使用する下地材を施工する場合には、下地材を施工す
る手順に関する情報を数量算出部２３は取得する。また、下地材の施工に関する建築基準
等がある場合には、建築基準に関する情報を数量算出部２３は施工情報記憶部２２から取
得する。
【００５５】
　その後、数量算出部２３は、下地材の数量情報として、施工情報記憶部２２から取得し
た施行手順や建築基準に関連づけられている数量情報を取得して、この数量情報を形状情
報とを利用して内装材の数量を算出するステップを実施する。
【００５６】
　すると、施行手順や建築基準を考慮した内装材の数量を算出できるので、内装材の数量
の算出精度を高くでき、無駄なくすことができる。
【００５７】
　なお、建築物モデルＭの各部位の情報に含まれる施行手順や建築基準の情報だけでも、
数量算出部２３が施行手順や建築基準に関連づけられている数量情報を取得できるように
なっていてもよい。この場合には、施工情報記憶部２２を設けなくても、施工情報記憶部
２２を設けた場合と同様に、施行手順や建築基準に関連づけた内装材の数量を算出するこ
とができる。
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【００５８】
＜入力部２４＞
　本実施形態の建築用システム１では、建築物モデルＭの全ての部位について、各部位に
使用される全ての内装材の数量を算出するようになっていてもよいが、特定の部位や特定
の内装材についてのみ、その数量を算出するようにしてもよい。すると、必要な部位の内
装材の数量や必要な内装材の数量だけを算出すればよくなるので、数量算出部２３が内装
材の数量を算出する時間を削減できる。
【００５９】
　例えば、数量を算出する部位や内装材を入力する入力部２４を設ける（図１参照）。そ
して、入力部２４から入力された部位に関する情報に基づいて、特定の部位の形状情報だ
けを建築物モデルＭの情報から抽出し、その部位についてのみ算出処理を実施すれば、内
装材の数量を算出する時間を削減できる。
【００６０】
　また、入力部２４から入力された内装材に関する情報に基づいて、特定の内装材につい
てのみ算出処理を実施すれば、内装材の数量を算出する時間を削減できる。
【００６１】
　なお、入力部２４には、公知の入力機器を使用することができる。例えば、キーボード
やバーコードリーダ等を使用することができる。
【００６２】
＜発注システム＞
　本実施形態の内装材算出システム１は、数量算出部２３によって各内装材の数量が決定
されると、各内装材を、算出された数量に応じて、所定の建材メーカーなどの発注先に発
注する発注部４０と、発注先で発注を受ける受注部１００と、を有していてもよい（図４
参照）。
【００６３】
＜発注部４０＞
　発注部４０は、数量算出部２３から、内装材の数量が送信されると発注情報を形成する
発注情報形成部４１を有している。
【００６４】
　この発注情報形成部４１は、内装材の数量と、内装材に関する情報と、を関連付けた発
注情報を生成する機能を有している。発注情報は、例えば、内装材の数量と、内装材の型
番、内装材の製造メーカーなどが関連付けて記録されている。また、内装材を発注する発
注先の情報も関連付けて記録されていてもよい。
【００６５】
　発注情報形成部４１が生成した発注情報は、送信部４２に供給される。送信部４２では
、所定の発注先にメールやFAX等を利用して発注情報を送信する機能を有している。
【００６６】
　例えば、発注情報を送信する発注先を送信部４２に記憶しておき、発注先と内装材とを
関連付けて発注先情報として記憶させておく。すると、発注情報に含まれる内装材の情報
に基づいて、送信部４２が発注先情報から発注先を取得して、その発注先に発注情報を送
信することができる。
【００６７】
　また、発注情報に発注先の情報が記憶されていれば、送信部４２が発注先の情報を発注
情報から取得して、取得した発注先の情報に基づいて、その発注先に発注情報を送信する
ことができる。
【００６８】
　さらに、発注部４０は、発注情報を取得した際に、発注情報を送信する発注先の情報を
入力する送信入力部４３を備えていてもよい。この場合、初めて発注する発注先の情報を
簡単に入力できるし、送信部４２の発注情報に記憶されている発注先を変更する場合にも
変更作業が簡単になる。
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【００６９】
　なお、特定の内装材の発注先のみを変更する場合には、発注先を変更する内装材の情報
と、変更する発注先を入力するようにしてもよい。同様に、建築モデルの特定の部位にお
ける内装材の発注先を変更する場合には、建築モデルにおいて発注先を変更する特定の部
位と、変更する発注先を入力するようにしてもよい。
【００７０】
＜受注部１００＞
　受注部１００は、発注先に設けられるものであり、受信部１０１と、受注情報形成部１
０２と、を有している。
【００７１】
　受信部１０１は、発注部４０の送信部４２が発注した発注情報を受信するものである。
　受注情報形成部１０２は、受信部１０１が受信した発注情報から、内装材の情報と、内
装材の数量と、を抽出し、両者を関連付けた受注情報を形成するものである。この受注情
報は、例えば、内装材の情報（製造メーカ名や型番等）と、内装材の数量と、を汎用の表
計算ソフトで処理できる表データとする機能を有している。また、受注情報形成部１０２
は、発注先の受注システムに対応したデータに変更する機能を有していてもよい。受注情
報形成部１０２は、内装材の情報（製造メーカ名や型番等）と、内装材の数量と、を表形
式で表現して印刷する機能を有していてもよい。
【００７２】
　なお、発注情報形成部４１が生成する発注情報が、既に汎用の表計算ソフトで処理でき
る表データとなっている場合や、発注先の受注システムに対応したデータとなっている場
合には、発注先では、発注情報をそのまま使用してもよい。この場合には、受信部１０１
に受注情報形成部１０２を設けなくてもよい。
【００７３】
＜加工情報算出システム５０＞
　図１に示すように、加工情報算出システム５０は、材料情報記憶部５１と、現場情報記
憶部５２と、加工情報算出部５３と、を備えている。
【００７４】
　材料情報記憶部５１は、建築物モデルＭの各部位に使用する内装材に関する材料情報が
記憶されたものである。例えば、内装材が下地材であれば、下地材の寸法情報（厚さや幅
、長さなど）や下地材の素材に関する情報が、下地材の材料情報として記憶されている。
この材料情報記憶部５１は、加工情報算出部５３からの指令に基づいて、数量算出部２３
に材料情報を供給することができるようになっている。
【００７５】
　現場情報記憶部５２は、実際に施工を実施する施工場所を撮影した画像情報を含む現場
情報が記憶されている。内装材等は、建築物の基礎や骨組み等が形成された後、その場所
（施工場所）に設置されるが、その状態の施工場所を撮影した画像が画像情報として現場
情報に含まれている。この画像情報は、撮影した画像そのものと、撮影した画像を画像処
理して得られる施工場所の形状や寸法などの情報と、を含んでいる。施工場所の形状や寸
法などの情報は、公知の画像処理システムを利用して得ることができる。例えば、撮影し
た画像を画像処理して、施工場所において内装材等が設置される領域を検出し、検出され
た領域の寸法などを画像に基づいて算出すれば、施工場所の形状や寸法などの情報を得る
ことができる。
【００７６】
　また、施工場所で実際に測定された寸法などの情報が現場情報に含まれている。具体的
には、ＢＩＭシステム１０のＢＩＭ情報記憶部１１に記憶されている寸法などの情報と対
応する情報が現場情報に含まれている。例えば、施工場所に内壁を設置する場合であれば
、内壁が設置される壁を挟む天井と床との距離、その壁を挟む柱間の距離などを実際に測
定した寸法が現場情報に含まれている。
【００７７】
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　加工情報算出部５３は、施工場所に設置する内装材を加工するため加工情報を算出する
機能を有している。つまり、加工情報算出部５３は、施工場所の形状に合った形状に内装
材を加工するために必要な情報を含む加工情報を算出する機能を有している。この加工情
報に含まれる情報はとくに限定されない。施工場所に設置する建築用材料に合せて必要な
情報が含まれていればよい。例えば、壁に設置される下地材であれば、その高さや幅、上
端縁に対する下端縁の傾きなどが加工情報に含まれる。また、建築用材料が、天井の下地
材であれば、縦幅と横幅、躯体から天井までの距離などが加工情報に含まれる。
【００７８】
　この加工情報算出部５３では、以下の手順（ステップ）で実施される加工情報算出処理
によって内装材の加工情報が算出される（図５参照）。なお、施工場所に設置する内装材
に関する情報は、現場情報記憶部５２に記憶されている現場情報に含まれていてもよいし
、加工情報算出システム５０に、施工場所に設置する内装材を入力する機能を有していて
もよい。
【００７９】
＜加工情報算出手順＞
　まず、現場情報記憶部５２に記憶されている現場情報が、加工情報算出部５３に供給さ
れる。すると、加工情報算出部５３は、現場情報から施工場所および施工場所の形状に関
する情報を取得するステップを実施する。例えば、施工場所が天井であればその面積や各
辺の長さ（壁間の距離）等の施工場所の形状情報を加工情報算出部５３は取得する。壁で
あればその面積やその高さ（床から天井までの距離）や幅（柱間の距離）等の情報を加工
情報算出部５３は取得する。
【００８０】
　現場情報から施工場所の形状情報を加工情報算出部５３が取得すると、加工情報算出部
５３は、施工場所に使用される内装材の寸法に関する寸法情報を材料情報記憶部５１から
取得するステップを実施する。例えば、壁に使用する下地材や天井に使用するボードであ
れば、その厚さや幅、長さ等の加工情報算出部５３は取得する。壁に使用する下地材であ
れば、その厚さや幅、長さ等の情報を加工情報算出部５３は取得する。
【００８１】
　これらの情報が取得されると、施工場所の形状情報と寸法情報とを利用して、加工情報
算出部５３は、施工場所の形状と内装材の形状とを比較して、施工場所に適した内装材の
形状を算出するステップを実施する。
【００８２】
　例えば、図６（Ａ）に示すように、施工場所が壁Ｗであり、施工場所の形状情報に含ま
れている壁Ｗが横長の長方形でありその幅をＬ１とする。なお、図６（Ａ）では壁Ｗの上
端縁が極端に傾斜している状態としている。寸法情報に含まれている下地材Ｂが縦長の長
方形でありその幅をＬ２とする。この場合、加工情報算出部５３は、まず、Ｌ１/Ｌ２に
よって必要となる下地材Ｂの数量を算出する。図６（Ａ）では、下地材Ｂは４枚になる。
ついで、加工情報算出部５３は、壁Ｗの一方の端部（図６（Ａ）では左端）から下地材Ｂ
を順次並べて設置した状態を形成し、各下地材Ｂ１～Ｂ４と壁Ｗの形状とを比較する。つ
まり、下地材Ｂ１の左側端縁Ｗｂと壁Ｗの左側端縁を一致させ、かつ、各下地材Ｂ１～Ｂ
４の下端縁を壁Ｗの下端縁に一致させて、各下地材Ｂ１～Ｂ４を壁Ｗに沿って並べた状態
として、壁Ｗの形状と各下地材Ｂ１～Ｂ４の形状を比較する。すると、各下地材Ｂ１～Ｂ
４の上端縁が壁Ｗの上端縁Ｗｒから突出した状態となっており、しかも、突出した部分が
略三角形状になっている。また、下地材Ｂ４は、その右側の端部が壁Ｗの右側端縁Ｗａよ
りも突出した状態となっている。このようになっている場合には、加工情報算出部５３は
、各下地材Ｂ１～Ｂ４について、壁Ｗの形状に合う形状に加工するために必要な情報を加
工情報として記憶する。例えば、各下地材Ｂ１～Ｂ４の左右の側端縁が壁Ｗの上端縁Ｗｒ
と交差する位置（交差点）を算出し、下端縁から交差点までの長さを、各下地材Ｂ１～Ｂ
４の左右の側端縁高さとして算出し加工情報として記憶する。また、加工情報算出部５３
は、下地材Ｂ４の左側端縁から壁Ｗの右側端縁までの長さを、下地材Ｂ４の幅として算出
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し加工情報として記憶する。
【００８３】
　以上のように、本実施形態の建築用システム１では、加工情報算出システム５０によっ
て内装材等の建築用材料の加工情報を作成するので、施工場所に関する現場情報を作成す
れば、建築用材料算出システム５０によって施工現場の状況に合わせて建築用材料を加工
するための加工情報を算出することができる。すると、加工情報に基づいて予め建築用材
料を加工しておけば、施工現場での加工作業を削減することができる。
【００８４】
　なお、各下地材Ｂを壁Ｗに沿って並べる場合、壁Ｗの中央等の基準位置に基準となる下
地材Ｂを配置してから、他の下地材Ｂを並べるようにしてもよい。この場合、左右の両端
に位置する下地材Ｂの端部（左端であれば左端部、右端であれば右端部）が、壁Ｗの両端
部から突出するようになる。したがって、左右の両端に位置する下地材Ｂについて幅を算
出し加工情報として記憶する。
【００８５】
　また、下地材Ｂの端部が壁Ｗの両端部から突出する場合、使用する下地材Ｂを変更する
機能を加工情報算出部５３は有していてもよい。つまり、端部が壁Ｗの両端部から突出し
ない状態とすることが可能な単一の下地材Ｂや、端部が壁Ｗの両端部から突出しない状態
とすることが可能な複数の異なる形状の下地材Ｂの情報を、加工情報算出部５３は材料情
報記憶部５１から取得するようにしてもよい。
【００８６】
　同様に、下地材Ｂの上端縁が壁Ｗの上端縁Ｗｒまで届かないような場合にも、上端縁が
壁Ｗの上端縁から突出した状態（または同じ位置になる）とすることが可能な下地材Ｂの
情報を、加工情報算出部５３は材料情報記憶部５１から取得するようにしてもよい。
【００８７】
　また、現場情報には、施工場所において測定された寸法に関する寸法情報も含んでいて
もよい。例えば、施工場所の画像情報と関連付けて寸法情報が記憶しておけば、画像解析
で得られる各部の寸法を寸法情報と比較できるので、施工場所の形状をより正確に再現す
ることができる。
　なお、現場情報は、画像情報を含まず寸法情報だけを含んでいてもよい。
【００８８】
＜耐震構造検討システム７０の説明＞
　本実施形態の建築用システム１は、上述したＢＩＭシステム１０と、建築用材料算出シ
ステム２０と、加工情報算出システム５０と、に加えて、耐震構造検討システム７０を備
えていてもよい（図７参照）。
【００８９】
　天井裏や床下、壁等の耐震補強する個所は、作業者が直接寸法測定を行ったり定められ
た基準を満たした施工をしたりすることが困難である場合がある。例えば、吊天井の天井
裏であれば、様々な配管や吊天井を指示する構造物が存在しており、耐震構造材を自由に
設置できる空間が無い場合が多い。この場合、耐震構造材として、所望の耐震強度を発揮
させることができる耐震構造材を選択し、その中で実際に設置可能なものを選択する必要
がある。
【００９０】
　耐震構造検討システム７０は、建築物モデルＭにおける耐震補強する個所の情報と、耐
震構造材記憶部７１に記憶されている耐震構造材の情報に基づいて、耐震補強モデル設計
部７２が、建築物モデルＭにおける耐震補強する個所に耐震構造材を配置した耐震補強モ
デルを形成する機能を有している。
【００９１】
　耐震構造材記憶部７１は、耐震構造材の情報が記憶されているものである。耐震構造材
の情報は、例えば、耐震構造材の耐震強度や適用可能な個所、寸法、形状に関する情報で
あり、この情報を用いて耐震構造材の３Ｄモデルを形成できるものである。
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　耐震補強モデル設計部７２は、ＢＩＭシステム１０に記憶されている建築物モデルＭの
情報に基づいて、建築物において耐震補強を検討する部位の３Ｄモデルを表示し、この３
Ｄモデルに耐震構造材の３Ｄモデルを配置して表示するものである。つまり、耐震補強モ
デル設計部７２は、作業者が耐震補強を検討する建築物の部位を入力してその部位の３Ｄ
モデルを表示し、作業者が耐震構造材を選択してその建築物の部位の３Ｄモデル上に耐震
構造材の３Ｄモデルをレイアウトする機能を有している。そして、耐震補強モデル設計部
７２は、耐震構造材が配置された耐震補強モデルを形成し記憶する機能も有している。
【００９３】
　上述したように、かかる耐震構造検討システム７０では、建築物において耐震補強を検
討する部位の３Ｄモデル上に耐震構造材の３Ｄモデルを配置できる。すると、耐震補強を
検討する部位に様々な部材（配管や構造材等）が存在していても、これらの部材を干渉し
ないように耐震構造材の配置を検討できる。したがって、吊天井の内部や床下等のように
、作業者が直接寸法測定を行ったり定められた基準を満たした施工をしたりすることが困
難である個所であっても耐震補強を検討でき、適切な耐震補強モデルを設計するが可能と
なる。
【産業上の利用可能性】
【００９４】
　本発明の建築用システムは、鉄筋コンクリート造（ＲＣ造）やスチール造（Ｓ造）等の
建築物の内装等に使用される建築用材料の数値拾いやプレ加工の設計を行うシステムに適
している。
【符号の説明】
【００９５】
　　１　　　ＢＩＭシステム
　１０　　　ＢＩＭシステム
　１１　　　ＢＩＭ情報記憶部
　１２　　　建築物設計部
　２０　　　建築用材料算出システム
　２２　　　施工情報記憶部
　２３　　　算出部
　２４　　　入力部
　４０　　　発注部
　４１　　　発注情報形成部
　４２　　　送信部
　４３　　　送信入力部
　５０　　　加工情報算出システム
　５１　　　材料情報記憶部
　５２　　　現場情報記憶部
　５３　　　加工情報算出部
　７０　　　耐震構造検討システム
　７１　　　耐震構造材記憶部
　７２　　　耐震補強モデル設計部
１００　　　受注部
１０１　　　受注部
１０２　　　受注情報形成部
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【図３】 【図４】
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【図５】 【図６】

【図７】
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【手続補正書】
【提出日】令和2年10月15日(2020.10.15)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　建築物を構成する構造体の３Ｄモデルと該構造体の３Ｄモデルの属性情報とを関連づけ
たＢＩＭ情報が記憶されたＢＩＭ情報記憶部と、該ＢＩＭ情報記憶部に記憶されている前
記ＢＩＭ情報を利用して構造物を画面上にレイアウトして建築物モデルを設計し設計され
た建築物モデルの情報を記憶する建築物設計部と、を有するＢＩＭシステムと、
前記建築物モデルの各部位に使用する建築用材料の数量を算出する建築用材料算出システ
ムと、
および／または、
施工場所の形状と、該施工場所に対応する前記建築物モデルの部位に使用する建築用材料
の形状情報と、に基づいて、該建築用材料を加工するための加工情報を算出する加工情報
算出システム、とを備えており、
前記加工情報算出システムは、
前記施工場所を撮影した画像に基づいて該施工場所の形状のモデルを作成する機能を有し
ており、
前記建築用材料算出システムは、
前記加工情報算出システムが作成した前記施工場所の形状のモデルと、該施工場所におい
て使用する前記建築用材料毎に該建築用材料の数量が記憶された数量情報と、に基づいて
、該施工場所に使用する建築用材料の数量を算出する
ことを特徴とする建築用システム。
【請求項２】
　建築物を構成する構造体の３Ｄモデルと該構造体の３Ｄモデルの属性情報とを関連づけ
たＢＩＭ情報が記憶されたＢＩＭ情報記憶部と、該ＢＩＭ情報記憶部に記憶されている前
記ＢＩＭ情報を利用して構造物を画面上にレイアウトして建築物モデルを設計し設計され
た建築物モデルの情報を記憶する建築物設計部と、を有するＢＩＭシステムと、
施工場所の形状と、該施工場所に対応する前記建築物モデルの部位に使用する建築用材料
の形状情報と、に基づいて、該建築用材料を加工するための加工情報を算出する加工情報
算出システム、とを備えており、
前記加工情報算出システムは、
前記建築物モデルの各部位に使用する建築用材料に関する材料情報が記憶された材料情報
記憶部と、
施工場所の現場情報が記憶される現場情報記憶部と、
前記建築物モデルの情報と前記現場情報とに基づいて施工場所に使用する建築用材料の加
工情報を算出する加工情報算出部と、を備えており
該加工情報算出部は、
前記材料情報記憶部から施工場所に対応する前記建築物モデルの部位に使用する建築用材
料に関する材料情報を取得するステップと、
前記現場情報記憶部から現場情報を取得して、該現場情報に基づいて施工場所の形状を算
出するステップと、
算出された施工場所の形状の情報と建築用材料に関する材料情報とを比較して、建築用材
料の形状を施工場所の形状に合わせる加工を行うための加工情報を作成するステップと、
を実施する加工情報算出処理を実行する
ことを特徴とする建築用システム。
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【請求項３】
　前記現場情報には、
施工場所を撮影した画像に基づいて得られる画像情報および／または該施工場所において
測定された寸法に関する寸法情報が記憶されており、
前記加工情報算出部は、
前記画像情報および／または前記寸法情報に基づいて施工場所の形状を算出する
ことを特徴とする請求項２記載の建築用システム。
【請求項４】
　前記建築物モデルの各部位に使用する建築用材料の数量を算出する建築用材料算出シス
テムを備えており、
前記加工情報算出システムは、
前記建築用材料算出システムが算出した前記施工場所に対応する前記建築物モデルの部位
に使用する建築用材料の数量に基づいて、前記施工場所に使用する建築用材料の形状を算
出する
ことを特徴とする請求項１、２または３記載の建築用システム。
【請求項５】
　耐震補強する個所に使用される耐震構造材の情報が記憶された耐震構造材記憶部と、
耐震補強する個所と対応する部位の前記建築物モデルの情報と前記耐震構造材の情報とに
基づいて、前記建築物モデルにおける耐震補強する個所と対応する部位に前記耐震構造材
を配置した耐震補強モデルを形成する耐震補強モデル設計部と、を有する耐震構造検討シ
ステムを備えている
ことを特徴とする請求項１、２、３または４記載の建築用システム。
【請求項６】
　前記建築用材料が、内装材である
ことを特徴とする請求項１から５のいずれかに記載の建築用システム。
【請求項７】
　建築物モデルの各部位に使用する建築用材料の数量を算出する建築用材料算出システム
を備えており、
該建築用材料算出システムは、
前記建築物モデルの情報と前記建築物モデルの各部位に使用する建築用材料に関する材料
情報とに基づいて前記建築物モデルの各部位に使用する建築用材料の数量を算出する数量
算出部を備えており、
該数量算出部には、
前記建築物モデルの各部位において使用する前記建築用材料毎に該建築用材料の数量に関
する数量情報が記憶されており、
前記数量算出部は、
前記建築物設計部から前記建築物モデルの情報を取得して、取得した該建築物モデルの情
報から前記建築物モデルの各部位の形状に関する形状情報を取得するステップと、
前記形状情報と前記数量情報とを利用して前記建築物モデルの各部位に使用される前記建
築用材料の数量を算出するステップと、を実施する算出処理を実行する
ことを特徴とする請求項１から６のいずれかに記載の建築用システム。
【請求項８】
　前記建築用材料算出システムは、
前記建築用材料を前記建築物モデルの各部位に施工する際に適用する施工情報が記憶され
た施工情報記憶部を備えており、
前記数量算出部は、
前記建築物モデルの各部位における該建築物モデルの各部位に使用する前記建築用材料の
施工情報を施工情報記憶部から取得し、
前記形状情報と前記数量情報とを利用し、前記施工情報に基づいて前記建築物モデルの各
部位に使用される前記建築用材料の数量を算出する
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ことを特徴とする請求項７記載の建築用システム。
【請求項９】
　前記建築用材料の数量を算出する対象となる前記建築物モデルの部位を入力する入力部
を備えており、
前記数量算出部は、
前記入力部から入力された前記建築物モデルの部位について、前記ＢＩＭシステムから前
記形状情報を取得し、前記算出処理を実行する
ことを特徴とする請求項７または８記載の建築用システム。
【請求項１０】
　数量を算出する対象となる前記建築用材料を入力する入力部を備えており、
前記数量算出部は、
前記建築物モデルの部位について、前記ＢＩＭシステムから前記形状情報を取得し、入力
された前記建築用材料について前記算出処理を実行する
ことを特徴とする請求項７、８または９記載の建築用システム。
【請求項１１】
　発注部と受注部とを備えており、
前記発注部は、
前記数量算出部によって算出された各建築用材料の数量を、該建築用材料と関連付けて発
注情報を生成する発注情報形成部と、
該発注情報形成部が生成した前記発注情報を送信する送信部と、を有しており、
前記受注部は、
前記発注部の送信部が送信した前記発注情報を受信する受信部と、
該受信部が受信した前記発注情報に基づいて、建築用材料とその数量を関連付けた受注情
報を形成する受注情報形成部と、を有している
ことを特徴とする請求項７、８、９または１０記載の建築用システム。
【請求項１２】
　前記発注部は、
前記送信部が前記発注情報を送信する送信先に関する送信先情報を入力する送信先入力部
を備えている
ことを特徴とする請求項１１記載の建築用システム。
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